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在タイ日系企業の大半がコーポレート領域における課題を抱えており、その対応として以下の
施策が検討されています

*1) Deloitteタイ実施 「Accounting部門の実態調査 2022年6月」より抜粋
*2) 上記回答は複数回答可としているため合計は100%にならない
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短期人材派遣の利用

外部会社へのアウトソース

会計又は税務に関する他社への業務委託

経理業務のシェアードサービスセンター化

外部への相談・顧問契約の活用

新卒・中途採用者による人員の拡充

定期的な業務ローテーションの実施

研修による経理担当者の知識向上

DX（デジタルトランスフォーメーション）を利用した業務効率化

タイ人管理職の後継者の育成

在タイ日系企業Accounting部門における課題及び対応策
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各レイヤーに対して網羅的に会計・経理・内部統制への課題に対するソリューションを提供し、
在タイ日系企業のビジネスの推進をサポートしています
企業が抱える課題とDeloitteのソリューション

タイ人CFO・上級管理職

日本人マネジメント・管理者

経営管理・財務経理部

日系企業子会社

タイ人管理部門スタッフ
- 経営管理・財務経理部門

タイ人中間管理職
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Deloitteタイ内に留まらず、Deloitte JapanやDeloitte SEAとの横連携を意識し、最新のト
ピックやトレンドを踏まえたソリューションを提供しています

Deloitte SEAとの連携
東南アジア地域でのトピックやよくあるピット
フォールの情報収集を行い、貴社における潜
在的なリスクをタイムリーに発見・共有できる
体制を整えています。東南アジア全域のトレ
ンドを紹介し、マクロ的な観点からの意思決
定もサポートしています。

Japanese Service Groupとしてのコミット
Deloitteタイは日系企業サービスグループとい
う組織を有しており、17名の日本人専門家
が常駐しています。海外で困難となる現地と
のコミュニケーションや文化の違いも適切に
コーディネーションした上で貴社のプロジェクト
推進をサポートします。

在タイ日系企業

Deloitteタイのクライアント1,200社のうち、
日系企業はその半分以上を占めていま
す。Deloitteタイでは日系企業に対する
多くのサービス提供実績があり、日系企
業としての実務的な落としどころや横目
線を取り入れながら通じた有用な情報提
供が可能です。

Deloitte Japanとの連携
日本の上場会社のトレンドをキャッチアップし、
日本人マネジメントの感覚とズレないサービス
提供を行っています。また、Deloitte Japan
の会計監査部門や会計アドバイザリー事業
部とのディスカッションも行い、日本の実務に
alignしたソリューションを提供します。
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会計・税務・法務等の相談サービス
（顧問契約）
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ビジネス環境の変化や関連基準・法令の複雑化が進む中、企業のタイムリーな意思決定を
サポートします
会計・税務・法務等の相談サービス（顧問契約）

東南アジア全体での会計/税務/法務等のアドバイザリー
日本人駐在員が広範囲で東南アジアの管理を行う役割を担っているが、各拠点での
会計基準や税務上の取り扱いなどが不明であり、不定期で発生する課題に関して信
頼して相談できるアドバイザーを求めている

課題 料金

• 固定相談時間の設定なし
• タイムチャージベース

事例

A社

複雑な会計処理について監査法人への説明資料やセカンドオピニオン
タイにおいて複雑な会計基準に関して、監査法人に対して自社のポリシーを説明する必
要があるが、その際に説得力のあるポリシーや根拠資料を自社で作成するのが難しい。

• 年間80時間の固定相談時間
• プラスαでタイムチャージB社

内容

・特定の課題について、アドバイス等。必要に応じてディスカッションペーパーの提供
・会計・税務・法務等の定期的なアップデート

範囲

料金

・会計、税務、法務など。ご希望のものを選んでいただくことが可能です
・タイ、その他の東南アジアの国々を含めることができます

・様々な料金設定が可能です
（例）基本契約のみでタイムチャージベースの料金設定／一定の期間内での固定時間による固定料金設定
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ヘルスチェック (Accounting)
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このようなお悩みを抱えていませんか？

業務の属人化を解消した
いがどこから手を付けたら良

いのかわからない

報告される数値が頻繁に
変わるが、原因を突き止め
られておらず、また突き止め

るためのリソースがない

新しく赴任してきたばかり
であり、現状を把握する
ためにも各業務プロセス
や経理手続に課題が生
じていないかチェックしたい

ローカルの監査法人を使っ
ているが十分な監査を受
けていると感じられない

よくあるお悩み

タイ人経理責任者の定年が
近づいてきているが、引継ぎ
は適切に実施されるだろうか
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自社の業務プロセス・内部統制に関する現状把握ができておらず、結果として形だけの内部
統制となっているケースが多いです

そもそも多忙であり、特に営業や技術がバックグラウンドだと会計制度のキャッチアップや内部統制の理解が追
い付いていない。結果、ローカル任せになってしまう（せざるを得ない）コーポレート領域への

理解不足

プロセスの可視化・見直しを行おうにも、担当者がタイ語なので日本人マネジメントにとって深度ある検討がで
きていない。自社のタイ人にやらせても第三者的視点からの改善提案が出てこない。タイ語の理解不足

現状はなんとかなっているが、この役職者が不在、あるいは退職時には誰も引継げる人がいない。
（引継ぎ資料のようなものも全くない）⻑年の役職者に依存

個別の承認ではなくシステムを用いた俯瞰レビューも取り入れるべきだが、紙ベースの管理から脱却できない。システム統制の不足

社員教育を行おうにもそもそもの規程やマニュアルが古い（あるいはそもそも無い）ため、いつまでたっても質が
バラバラである。文書化が不十分・

不正確

まずはビジネスの拡大に力点を置き、内部統制の構築を後回し。ビジネスがある程度起動に乗ってから従来の
方法を変更しようにも、その分属人化された業務も増えていくことから画一的な内部統制の構築がますます困
難になる。

在タイ日系企業においてよく見られる傾向

内部統制の構築が
後回し

10



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

マネジメントとの最終報告会
・各課題の対応方針の最終化
・高度化及び効率化に向けたアドバイス
・Root cause分析及び改善策

課題及び改善点の抽出
・他社ベンチマークとの比較、差異分析
・問題点の要因の特定
・効果性・効率性を鑑みた改善ポイントの抽出

現状の内部統制及びリスクの洗い出し
・資料閲覧
・コントローラーへのインタビュー
・担当者へのインタビュー

各業務プロセスの可視化を行い、あるべき内部統制の構築をサポートします

1 現状把握

2

3 取り纏め・
ロードマップ作成

課題抽出

マイニングツールの利用
ツールを利用し、コーポレート業務を定量化するこ
とも見直しへの近道

ローカル言語による理解
財務経理業務に精通しているのみならず、ロー
カル言語での理解が必須

現状把握フェーズ
におけるポイント

業務プロセスの可視化〜標準化〜高度化に向けたアプローチ
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よくある発見事項

業務プロセス別に課題を整理し、PDCAのアドバイスを行うことで業務効率化も図ります

業務プロセス チェックリスト／発⾒された問題点 重要度 P D C A

販売プロセス

取引先との基本契約書の存在が不明確である。 H/M/L

滞留債権の管理が販売後90日経過のものを対象としているが明確な根拠がない。根拠がない場
合は期日超過債権は全て対象とするべき。 H/M/L

新規取引先についてバックグラウンドチェックや与信管理の⾒直しが⾏われていない。 H/M/L

在庫プロセス 実地棚卸の結果の不⼀致について調査がなされていない。 H/M/L

固定資産プロセス 今後の販売時期や販売価格との⽐較が⾏われておらず、回収可能性の検討が⾏われていない。 H/M/L

現預⾦管理 ⼩切⼿の管理が現地コントローラーに任せてしまっている H/M/L

その他 会計上の残⾼と補助資料が⼀致していない。 H/M/L

XXXX XXXXXXXXXXXXXXXX H/M/L

XXXX XXXXXXXXXXXXXXXX H/M/L

最終成果物
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まずは各業務プロセス上の課題を把握することが業務改善・効率化の第一歩です

不正・インシデント案件（ご参考）

事例【販売プロセス：滞留債権の管理】
明確なボリュームディスカウントのルールが社内になく、営業マンの裁量で決まることがあり、その内容も口頭ベースで行われていた。請求自体は正規
価格で行われていたが、入金がディスカウント後の金額のため差額が未回収債権として累積。差額は営業マンと先方担当者が着服していた。更
に、債権消込ルールも不明確であり、相手先から入金があったものは古い残高から消し込まれていたため⻑期滞留債権として把握されなかった。
→明確なディスカウントルールの整備及び承認プロセスの明確化。同時に債権消込のプロセスを確認する必要がある。

事例【購買プロセス：仕入先からのキックバック、相見積りの不実施】
相見積りを取るルールにはなっているものの、稟議書に添付されている資料はエクセルで作成されており、実際には相見積りを取らずに購買担当者
が適当な金額を記載して、担当者が選定したベンダーになるように資料を整えていた。担当者はベンダーからキックバックをもらっていた。
→相見積りはオフィシャルなものをPDFで入手、あるいは相手先とのメールのやり取りの結果を添付することを明確化する。

事例【在庫プロセス：商品、製品の盗難や私的売却、棚卸差異の不一致要因の未検証】
棚卸差異の不一致が生じているが、その差異要因を未検証のまま放置されている。明確な経理ルールもなかったため差額は雑損失等で処理をし、
帳簿残高を実残高にあわせる処理が暗黙のルールとして存在していた。その後、不一致の原因は従業員が不正に持ち出して私的に売却していた
ことが判明。
→棚卸結果の不一致は必ず原因を突き止めるべき事象。棚卸担当者への周知のみならず、経理処理ルールを明文化し属人的なルールがない
かを再点検。
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ヘルスチェック (Tax)
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税務調査の実施により顕在化する可能性がある税務リスクの把握・対策をサポートします

タックスヘルスチェックの概要

サービス内容

・模擬的な税務調査の実施による税務リスクの検討及び改善策のアドバイス

範囲

・税務調査対象となる税目と同様の範囲を対象としますが、要望に応じて検討対象税目をカスタマイズします。
o 法人税 （Corporate Income Tax：CIT /移転価格税制（Transfer pricing）/ BOI）
o 源泉税（Withholding Tax：WHT）
o 付加価値税（Value Added Tax：VAT）
o 特定事業税（Specific Business Tax：SBT）
o 印紙税（Stamp Duty）
o 個人所得税（Personal Income Tax：PIT）
o 関税（Customs）

・取引内容に大きな変化がない場合には直近1-2年を対象にするのが一般的です。

料金/期間

・通常は固定報酬となります。
・所要期間は通常2か月程度です。
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タックスヘルスチェックの意義

税務リスクを適切に把握・管理できていないと、予期せぬ多額の損益インパクト（財務諸表
へのインパクト）が生じる可能性があります

 税務は特殊分野であり、税務書類もタイ語であるこから、日本人マネジメントにとっては管理が難しい領域ですが、タック
スヘルスチェックにより潜在的税務リスクを網羅的に把握し、改善の契機とすることができます。リスク把握

16

内部統制
（内部牽制）

 ヘルスチェックを通して日本人マネジメントが税務処理に問題がないかを確認することで、タイ人経理スタッフに対する内
部牽制効果が期待できます。

節税機会の発見  タックスヘルスチェックを通じて税額控除などの税務恩典に適用漏れがないかを確認することで、節税機会の見逃しがな
いかを確認できます。

共通認識の形成  レポートを通じてリスクや問題点を共有化するため、タイ人スタッフや日本本社を巻き込んだ共通認識を持つことが可能
となります。

法人税やVATに係る未収還付税金の回収可能性が無いと判断された場合は引
当金が計上され、損益インパクトが生じるます。

債権の回収可能性

税務調査で追徴税額やペナルティが生じた場合には、費用計上され、連結財務
諸表にもインパクトが生じます。

追徴税額

潜在的税務リスクを把握し、必要な事前準備・対応策を講じることにより、
税務リスクの損益インパクトをコントロールしていくことが日本人マネジメント
には求められます。

B/S 2022/3月
流動資産 420,935
 内、売上債権 240,188
 内、未収還付税金 38,523
 内、貸倒引当金 ▲37,306

P/L 2022/3月
売上総利益 21,245
貸倒引当金繰入額 37,306
営業利益 ▲43,024
法人税等 50,195

税務リスクの財務表表への影響
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タックスヘルスチェックの指摘事項（例）

法人税だけでなく、VAT・源泉税・個人所得税などからも税務リスクが発見されることが多く
なっています

内容

 BOI事業、非BOI事業のセグメント間において売上原価および販管費が、税務当局が容認している方法で按分・配賦されて
おらず、所得が異なるものとして追徴課税が発生する可能性がある。

 日本親会社からタイ現地法人への出向者に関する契約書や各種書類が整備されておらず、PE認定されるリスクが高い。
 債権貸倒の要件は債権金額ごとに定められているが、損金算入されているタイミングが該当する金額区分に応じたものでは

なく、損金算入が否認されるリスクがある。

税目

法人税

VAT

 タイ国外で提供され、かつ、タイ国内で使用されないサービスに関して、誤ってInput VATを認識して申告をしている。Input
VATのOutput VATからの控除が正しくないとして否認される可能性がある。

 クレジットノートへの法定記載事項が充足されておらず、不適切なクレジットノートの発行を原因としてペナルティを課される可
能性がある。

 帳簿上では存在するはずの在庫が実際には無いことが判明した場合、当該在庫を販売したものとして売上VATを認識する
ことが税法で要求されているが、VAT認識が漏れている。

源泉税
 日本親会社へ支払うサービスフィーの性質は事業所得で、日泰租税条約を考慮すると源泉徴収は不要だが、サービス内容

を確認せずに源泉徴収を行っている。
 顧客から受託している製造請負は、請負業務として源泉徴収の対象となるが、顧客への対価支払い時に源泉徴収が漏

れておりペナルティが課される可能税がある。

17

個人所得税  日本人駐在員に対する福利厚生（フリンジベネフィット）が個人所得税の課税所得に含まれていないため、月次の給与
所得に対する源泉所得税の課税対象とされていない。
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成果物イメージ（サマリーパート、個別検討パート）

サマリーパートでは発見事項の概要・リスクレベル・潜在的な税務影響額を一覧で報告、
個別検討パートでは発見事項に係る事実関係・関連税務規定・税務リスクを報告します
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コーポレート人材の育成・研修
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在タイ日系企業のマネジメントの69％が管理職の後継者育成、35％が経理担当者の知
識向上を課題として認識しています
コーポレート人材の育成

内容

・各種研修サービス

範囲

料金/期間

・会計関連…会計全般の基本的内容、基準のアップデート、特定の会計基準の解説など
・税務関連…VAT還付、BOI税務恩典、税務調査対応に関するアップデート及びケーススタディ、及び各種税制に関する
アップデート及び実務的対応
・IT（デジタル）…ITセキュリティの基本的事項、IT統制の考え方、直近の動向について解説を実施
・内部統制…内部統制に関する基本的事項、リスクと統制に関する解説
・管理職スキル…経営分析に関する基礎的事項

・料金は研修の内容や時間に応じて設定
・期間は研修内容や貴社のご要望に応じて半日程度から数日で設定
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会計・内部統制の基本的事項から最新のトピックまで幅広く取り扱い、貴社の人材育成を
サポートします
研修事例のご紹介

日本人マネジメント
タイ人マネジメント

・会計・監査・税務の実務
・内部統制構築の基礎
・財務諸表の理解と財務分析
・M&Aの基礎知識

日本人経理担当者

・会計・監査・税務の実務
・タイ会計基準の解説
・IFRSとタイ会計基準の差異
・財務分析

タイ人経理担当者

・シュミレーション研修
・タイ会計基準のupdate
・IFRSのupdate
・決算財務報告の基礎
・管理会計（原価計算）

・初めてマネジメントに関わることになったが、会計・監査・税務などの知識に不安がある
・ガバナンス強化のためにどのような施策を打てばいいか分からない
・会計士が話している内容が理解できず、親会社に何を報告すれば良いかよく分からない
・M&Aなどにより事業拡大を模索しているが、何をどう準備すればいいか分からない

・タイ人経理担当者に業務を一任しているが、担当者の会計知識に不安がある
・税効果会計や減損会計等の難易度の高い会計基準に不安がある
・会計監査が期限通りに終わらないことが多いがどのように対応すべきか分からない

・日本で経理の実務経験はあるものの、タイの会計基準のことはよく分からない
・IFRSの新基準について不安がある
・経営分析に資する十分な資料が作成できていない

対象者 研修例お悩み

※上記の内容は一例です。
貴社のお悩みにあわせた研修内容をカスタマイズしてご提供します。
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人材派遣・アウトソース
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会計・税務の専門知識を有するプロフェッショナル人材（英語/タイ語）を派遣し、貴社の
業務サポートを行います
プロフェッショナル人材の派遣・アウトソース

サービス内容

・人材派遣
・特定業務のアウトソース請負

範囲

料金/期間

・会計実務（USGAAP/IFRS/TFRS for NPAEsによる記帳や報告資料作成、会計監査対応）
・税務法務実務（税務一般、BOI、労務問題など）
・IT管理、内部監査実務など

・人材派遣は、時間又は日数でのタイムチャージ
・特定業務については、内容に応じて設定
・期間は短期から⻑期まで

タイ人経理担当者の管理と日本人マネジメントのサポート
・コロナ禍で日本人駐在員の数が減少し、タイ人経理担当者の管理に懸念がある。
・日本人マネジメントに対して適切な経営判断ができるように、正確で迅速な報告資
料を作成できる専門家を求めている。

課題 サービス提供事例

• オンラインと定期的な訪問によるタイ
人担当者の管理

• 助言経験豊富な専門家による報
告書作成によるサポート

事例

A社

タイ人経理担当者の退職に伴うスポットでの経理サポート
・タイ人担当者が急きょ退職したために、月次決算・監査対応が困難な状況
・次の担当者が見つかるまで、専門知識と実務経験を有する専門家を派遣してほしい

• 会計監査実務経験が豊富な専門
家を半年間派遣B社
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人材派遣サービスのイメージ図

急な退職等による業務の滞りの防止、プロジェクト等による一時的な人員不足の解消策と
しての利用も想定しています

タイ日系企業子会社

タイ人 経営管理部門
/財務経理部門

Deloitte
Thai

Manager

Deloitte
Thai

Senior Staff

Deloitte
JSG

（日系企業
サービスグループ）

タイ人 CFO/上級管理者

日本人マネジメント
/管理者

タイ人 中間管理者

財務報告・経営管理部 Deloitte Thailand

業務提供
サマリーレポート突然の退職で後

任採用までの期間
の人員が必要

お悩み Deloitteメンバーを派遣し、人材不足を解消

業務プロセス改善
のためのプロジェク
トなどのための一
時的な人員不足

産休等の一時休
暇のための人員補
充が必要
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貴社のオペレーションに従って業務提供することが目的ではありますが、当該業務の範囲内
での気付き事項も記載して提出します

Summary Report 

1. Client Name

2. Service Period

3. Summary the role and contents of operation by 

Deloitte staff

4. Summary of items identified within Deloitte loan staff 

service

1) Control Environment

2) Risk Assessment

3) Control Activity

4)  Information and Communication

5) Monitoring Activities

6) Possibility of Digital Transformation

業務提供サマリーレポートの例

※当該人材派遣業務は、業務改善を目的としたものではありません。
27
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デジタル決算への具体的なイメージ

DXツールの導入により、経理業務の組織的管理、自動化及びリモート化を支援します

アナログ
決算

デジタル
決算

取引記録 勘定照合 差異分析・チェック決算整理仕訳 FS作成・報告 税務・監査調査

Record to Close Close to Report

• 紙の請求書
• 目視での入力
• 押印・署名の承認

• 紙資料確認の出社
• 目視でのサブシステム照合
• 手作業による決算整理処理

• ペーパーレス処理
• 自動取込
• 電子署名

• 電子証憑・リモート照合
• システムでのサブシステム

照合
• 自動化された決算整理仕訳

• エンドユーザーでカスタマイズしたスプレッドシートに
よる決算整理

• 目視での差異検出、属人化・分散化したメール
による分析依頼

• 決算管理システム上で標準化された決算整理
• システムによる差異検出、自動化・一元化され

た分析依頼

• 開示情報の各部門からの
収集・記載事項の手引き
確認

• 開示タスクの一元管理、
自動連絡

• 開示要件とタスクの紐づけ

• 提出資料の取り寄せ・
PDF化

• 説明資料の作成

• リモート監査
• 調査・監査のセルフサービ

ス化

Closing

System

決算管理（タスク管理、自動処理、決算コックピット）
勘定照合 開示報告会社間照合 制度報告会計統合証憑電子化

電子署名
IT基盤・機能

(決算管理sys)
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デジタル決算により得られる効果

DX化により、決算業務における課題が解決され、効率化、標準化、情報の一元化及びガ
バナンスの向上が期待できます

効果の観点 決算業務における課題
（Before）

対応するBlacklineの機能 Blackline導入効果
（After）タスク管理 勘定照合

効率化
・標準化

作業の属人化 ー 標準化
テンプレート 作業の標準化

エクセル中心のマニュアル処理が多い ー 自動照合 照合作業の省力化
承認プロセスがワークフロー化されていない ワークフロー承認プロセス

承認プロセスの円滑化
紙への押印の多さ 電子承認としての記録

一元化

決算作業進捗状況が把握しづらい
リアルタイムダッシュボード

進捗状況の可視化

各担当の業務負荷が分からない 個人別タスクの可視化

決算情報が散在
（メール、共有フォルダ、個人フォルダ、等）

ファイル添付機能
決算情報の一元化

レポート機能

ガバナンス

グループ会社の状況が見えない リアルタイムダッシュボード グループ会社の進捗状況の可視化

承認日付や承認者の改ざんが容易 電子承認としての機能 手動入力の排除による改ざん・不正防止

担当者と承認者の区分(SoD)が不十分 ワークフロー承認プロセス ワークフローロジック確立による権限分離
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現状分析からスタートし、貴社にカスタマイズした形でBlackLineの導入支援をします

Deloitteのサポート例#1 経理担当者、IT部門担当者へのヒアリン
グ

既存の経理・決算プロセスの集約や削減、
実施方法の見直し

BlackLineテンプレートの活用を前提としつ
つ、貴社の状況に応じて、効果を期待で
きる実装計画をカスタマイズ

Deloitteのサポート例 #2 現状の経理・決算プロセスの課題について、
仮説ベースの検討

BlackLine登録前における、現状の経理・
決算プロセスについての改善事項を提案

実装PJ経験に基づく、タイムリーかつ的確
なPJ遂行への助言

BlackLineを利用した課題解決に向けたアプローチ

現状分析 BlackLine登録前の改善提案 BlackLine登録支援

現状の経理・決算プロセスについて、
深度ある理解を行う

将来的な対応課題を明確にし、
以降のロードマップを作成する

BlackLineを用いて実装可能なポイ
ントを検討・識別する

Blacklineにより①手作業による業務量の削減、②経理・決算業務の部分自動化の実現が可能
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Workivaの特徴

エクセルファイル等を使用した従来型の報告資料の作成業務から脱却し、自動化、正確性
の両立を達成します

✔ マニュアル作業によるデータの収集・集計

✔ 様々なソースからデータを集め、整合性を確認

✔ 大量のエクセルファイル/紙資料からの転記

✔ データに変更が生じる都度、開示書類を手修正

✔ メール等で財務報告書類をやり取りすることに伴う
バージョン管理の困難さ

✔ レビュー記録の保存や承認ワークフローの欠如

Etc..

現状と課題 Workiva導入により可能となること

Workivaによる
データの連携

チェック機能の
強化

効率化による
時間削減

各ERPシステムからデータを連携し、自
動的に集計される

財務報告やその分析に利用する数値
は連携されており、数値の連動性が担
保されている

ERPの数値に変動が生じても、その変
動が自動的に財務報告書類まで連携
される

エクセル等を使用せずとも、Workivaの
中での開示作成作業が可能

クラウド上でのレビューが可能となり、レ
ビュー内容の記録や承認証跡を残すこ
とが可能
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Workivaを導入することで財務報告プロセスに要する時間を短縮し正確性を担保することで、
業務効率化を図るサポートを行います
Workiva導入後のイメージ
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・中間層の流動性が高く、慢性的な人員不足

・会計基準の改正に対してのアンテナが不足

・経営に資する財務分析ができる人材がいない

人材

・紙、エクセルをベースにした手作業

・内製主義

・属人化（ブラックボックス）

組織・プロセス

・業務ルール、規程が整備されていない

・制度変更に対してキャッチアップができていない

ルール

在タイ日系企業の課題はリモートワークの環境下で顕在化していますが、以下の要因が⻑年
蓄積された結果によるものが大きいと考えます
在タイ日系企業の課題要因分析

・システムへの知識が足りず、手作業統制に頼っている

・システム導入するための残課題が残っており、日常業務を圧迫している

・システム利用が目的となっており、業務効率化をするための対応策が
検討できていない

システム
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Deloitteが主担当として引取り可能な業務と貴社担当者と協働して担当する業務

『Deloitteが主担当として担当する業務』と『貴社と協働して担当する業務』に分けて、貴社
の業務効率化をサポートします

業務系
システム

会計系システム

販売管理
システム

購買管理
システム

在庫管理
システム

債務管理
システム

仕
訳
イ
ン
タ
ー
フ
ェイ
ス

債権管理
システム

固定資産
システム

財務会計システム 連結決算システム 開示システム

システムへのエントリー(トップサイド仕訳)

新規・高度な
会計処理通常の決算締め処理

補助簿・
システム間

照合

数値チェック・分析 数値チェック・分析 数値チェック・分析

親会社コミュニケーション

全体進捗管理

親会社コミュニケーション 他部門コミュニケーション
会計監査人コミュニケーション

システム
エントリー

システム間
照合

システム
エントリー

システム
間照合

: システムとExcelの往復作業が多い業務: 引継ぎ後、Deloitteが主担当として引取り可能な業務 : 貴社担当者とDeloitteが協働して担当する業務
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XX月第3週 XX月第4週 XX月第1週 XX月第2週

経理・決算
業務の引取り

業務の
標準化・機械化

経理・決算業務の引取り/業務の標準化・機械化の月次スケジュール（例）

毎月後半に業務の引継ぎおよび効率化を実施し、翌月前半に月次決算関連の業務と
決算外の業務を実施します

1
 業務の引取りのための引継ぎを実施

 業務分担表とインタビューより内容を把握
 タスク/プロセスマイニングより業務可視化・定量化

 月次決算に関連する業務を実施
 デロイトにて作業実施・下準備
 対象会社にて最終実施・承認・レビュー

 決算外業務を実施

 引取りで特定した課題箇所を標準化・機械化
 標準化

• 定型化/簡素化/文書化
• 役割分担見直し

 機械化
• モダンERP/Excelによる機械化
• DTTアプリによる機械化
• RPA・他社アプリによる機械化

2

引継ぎ実施後、効率化にシフトする

効率化施策を現行業務に即時適用する

効率化施策により浮いた工数で追加引取り
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モニタリング

標準化・機械化のアプローチ（例）

標準化と機械化を組み合わせ、短期間かつ効果の大きい施策から実施します。さらに、モニ
タリングにより継続的な効率化を試みます

課題

 作業繰り返し

 属人化

 プロセス逸脱

 受渡し、受取り

 手戻り・手待ち

 作業重複

 紙での受取り

 印刷・紙作業

 紙での提出

個
人
作
業

連
携

紙

標準化

定型化
簡素化
文書化

役割
分担
見直し

RPA

WFシステム

グループウェア

AI-OCR
Deep ICR

機械化
部分的自動化・電子化 統合自動化証憑電子化

意識改革・
アナウンスメント

ストレージサービス

モダン
ERP
/Excel

導入に要する期間 ⻑期間短期間
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開始前 経理・決算業務の引取り 業務の標準化・
機械化 一部返還・継続

対
象
企
業

人員数 8名 5名 3名+(5名) 1名+(5名) 4名+(1名)

上級
管理職

中間
管理職

スタッフ

Deloitte

サービス提供体制（例）

業務引取りの期間中に標準化・機械化を行い、効率化された形で業務を返還することで、
⻑期的なコストメリットも見込まれます

経理 PJチーム/
他業務

経理 経理 経理

C C
RPA アプリ

C C
RPA アプリ

1 2 3
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タスクマイニングとプロセスマイニング

タスクマイニング・プロセスマイニングを活用することにより、事実・データに基づく業務の引継ぎ
と課題の特定をより効果的に行うことができます

タスクマイニング プロセスマイニング
定義  個々のメンバーの「アプリ起動」「マウスクリック」「テキスト

入力」等、詳細なPC操作ログデータを分析することによ
り、タスクレベルでの課題を発見する分析手法

 データログを、時系列でパターン別につなぎ合わせること
により可視化し、工数の算出や例外プロセス・ボトル
ネックを抽出する分析手法

必要な
インプット

 (分析対象者へのタスクマイニンツールのインストール)
 個々のメンバーのPC操作ログ(自動抽出)

 個々のメンバーが実際に使用しているシステム・アプリ
ケーションのデータログ

アウトプット  個人別のPCステータス(「起動アプリ名」「ファイル名」
「ロック」等)と対応する「キー操作」「時間」データ

 システム・アプリケーションの実行タスク、操作順序、
頻度、時間データ

可視化
できる事象

 PC上で行っている個々の業務内容と業務量
(アプリケーション・時間・ファイル・印刷数)

 PC上で行っている業務の手順、関連性

行ラベル 合計 / active̲time 合計 / idle̲time合計 / total̲time
Excel 108,667 35,807 144,474
[no caption: EXCEL.EXE] 85,504 8,553 94,057
Book1 - Excel 57,930 18,767 76,697
リース連結仕訳フォーマット検討.xlsx - Excel 25,363 7,280 32,643
BB̲FY19⼊替影響額試算v4.xlsx - Excel 16,535 12,000 28,535
201Q̲Closingpackage̲v1.30.xlsm - Excel 17,534 7,888 25,422
201Q̲Disclosurepackage̲v1.42.xlsm - Excel 17,726 7,643 25,369
リース仕訳整理̲v2.xlsx - Excel 11,289 10,643 21,932
Microsoft Excel 19,269 2,214 21,483
フォーマット̲貸⼿リース台帳集計̲20200708̲v2.xlsx - Excel 15,123 6,318 21,441
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Sustainability & Climate
−ESG経営に向けた対応



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

ESGの対応は以下の切り口で進めていくことが考えられますが、在タイ日系企業の半数以
上がESGに関する知識不足や取り組むべき事項の理解不足を認識しています
ESG経営にあたり求められる事項

Strategy

Assess… confront the sustainability 

challenge 

Evaluate impact of climate change 

trends and uncertainties. Define an 

organization’s strategies and shape 

public policy to advance towards a 

more sustainable future

Climate and ESG Assessments and 

Analytics (Impact/Risk)

Sustainability Strategy & Roadmap 

Development

Customer & Green Product 

Strategy and Innovation

M&A Advisory

Risk Strategy

Workforce Strategy

Public Policy Strategy

Operations

Address… configure to execute on 

opportunities

Build and implement the capabilities, 

processes, innovations, and 

ecosystems required to mitigate and 

adapt to climate change and towards 

a sustainable future

Decarbonization Innovation & 

Technology

Sustainable Operation & Supply 

Chain Transformation

Green Product & Service Innovation

Tax Structuring

Risk and Resiliency Management

Organizational Change/HR 

Management

Infrastructure Solutions

Transition to Clean & Renewable 

Energy

Finance

Fund… obtain and allocate funds

Leverage evolving capital market 

transition to increase sustainable 

investments and optimize cost and 

capital structure

Carbon Trading Markets

Restructuring

Government Grants & Incentives

Capital Planning & Management

Treasury Management

Reporting

Account… communicate results 

responsibly, with confidence

Ensure complete and transparent 

preparation, assurance, and disclosure 

of ESG data and metrics. Meet 

disclosure and regulatory 

requirements

ESG Readiness & Assurance

Governance

ESG/Integrated Reporting & 

Regulatory Compliance

ESG Data Management & Controls

Investor Relations, Communications

日本やタイで求められるRegulationを鑑みると、
Reportingプロセスから検討を進めていくことも有用

43



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

コーポレート（財務、会計、税務、ステークホルダーリレーション）の観点からは例えば以下の
点からの検討を行うことが有用です

ガバナンス ESGガバナンスモデルの構築。例えばマネジメントや現場責任者への教育、サステナビリティに関する動向や関連する基準へ
のキャッチアップ

親会社、株主及び債権者をはじめとしたステークホルダーに対して、どの領域でどのようにサステナビリティに関する説明責任
を果たしていくか（環境、人権等）ステークホルダー対応

開示要求事項に対して、どのような情報を収集するか。また、必要となる情報を作成するためにどのような内部統制を構築
するべきか

関連するregulationへの対応

開示及び関連する情報収集
体制の構築

Government policy及びregulationのキャッチアップ、ESGに関連する投資優遇税制を享受するための税務対応

予算への影響分析

複雑な会計処理に対する
ポジションの構築

サステナビリティ関連基準が導入された際、予算策定にあたって考慮すべき事項及び財務諸表に与える影響の評価（シナ
リオ分析の実施）

気候変動リスクに対応して見直しが必要となる会計上の見積もり項目に対する自社のポジションの検討（減損会計、将
来キャッシュフロー予測、固定資産の耐用年数等）

コーポレートの観点からの要検討事項
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Asia PacificにおいてはタイにSustainability & Climateの専門部隊であるESG Center of 
Excellenceがおかれています。Deloitteタイにおいてその知見が集約され、在タイ日系企業に
対してもGlobalな知見からのサービス提供を行うことができます。
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TFRS 第17号 「保険契約」
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Deloitteタイは、TFRS第17号の適用にあたり課題の洗い出しをサポート
します。TFRS17号適用にあたって必要な新規ITツール（デロイト提供
ツール）の提案・導入、保険契約管理システムや会計記帳システム等
の既存システムとの統合、テスト・本番投入までサポートします。

Deloitteタイは、貴社会計管理者の習熟度に応じてTFRS第17号「保
険契約」の適用にあたり必要な知識を整理し、貴社の実例を用いた実
践的な研修を提供しています。

TFRS第17号 「保険契約」の適用

TFRS第17号 「保険契約」適用にあたり、ITツール導入を含む業務プロセスの見直しを行い
効率化を検討することが有用です

TFRS 第17号 「保険契約」の適用にあたり、
業務プロセスを見直すべき範囲が不明。自
前で対応するべき事項、新規のITツールを導
入するべき事項等、相談したい。

TFRS 第17号
「保険契約」の適用にあ
たっての業務プロセスの
見直し

課題点 お悩み・ご懸念事項 解決方法の提案

TFRS 第17号 「保険契約」適用にあたり、
見直した業務プロセスについて適切に運用す
るため、会計管理者のトレーニングを行いた
い。

準備期間

2024/1 2025/4

2024/12期A社(12月決算)

適用スケジュール

2025/12期〜

準備期間 2025/3期B社(3月決算) 2026/3期〜

2024/4 2025/1
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TFRS 第17号 「保険契約」適用ツールの提供実績

TFRS第17号 「保険契約」適用にあたりITツールを導入する企業が増えています

内容

デロイトが提供するTFRS第17号適用ツール（“DeFINE17”）は、貴社現行システム（保険契約管理システム、会計システ
ム等）と統合させることにより、TFRS第17号特有の計算・会計記帳をサポートします。具体的には、保険契約情報を取り
込み会計記帳金額を計算するシステム、簡便法の適用余地を確かめるツール、及び、会計記帳情報を会計記帳システム
へ取り込むポスティング・エンジンを含みます。

項目

TFRS第17号
「保険契約」適用ツール

提供実績

グローバルで130以上の保険会社へ、IFRS第17号適用支援の実績があります。

タイの現地保険会社5社、在タイのグローバル保険会社2社

日本では大手損害保険3社、大手生命保険12社

業界支援実績
DeloitteグローバルのIFRS第17号リードパートナーがIASBの諮問委員会メンバーであり、新会計基準の見解に精通。

DeloitteタイはTFRS（IFRS）第17号の適用について、会計当局（TFAC）と意見交換。
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Deloitteタイが提供するソリューション（“DeFINE17”）により保険契約管理システム、会計
記帳システム等の既存システムとの統合を達成します
DeFINE17（PV計算・リスク調整額計算等の計量システム及び簡便法の適用余地を確かめるツール）の導入

DeFINE17 DeFINE17

DeFINE17

DeFINE17
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